様式第１号（第３条関係）
　年　　月　　日
　糸魚川市長　 米 田 　徹　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　　　　
          　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
補 助 金 等 交 付 申 請 書
　　糸魚川市地区集会施設整備補助金の交付を受けたいので、糸魚川市補助金等交付規則の規定により、下記のとおり申請します。
記
　１　交付申請額　　　　　　　金　　　　　　　　　　円
同上算出基礎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	補助対象事業費
	補助金額

	100万円以下の額
	補助対象事業費に100分の50を乗じた額
（補助対象事業費×50／100）

	100万円を超え200万円以下の額
	補助対象事業費から100万円を減じて得た額に100分の40を乗じ、50万円を加算した額
（（補助対象事業費－100万円）×40／100＋50万円）

	200万円を超え300万円以下の額
	補助対象事業費から200万円を減じて得た額に100分の30を乗じ、90万円を加算した額
（（補助対象事業費－200万円）×30／100＋90万円）

	300万円を超え500万円以下の額
	補助対象事業費から300万円を減じて得た額に100分の20を乗じ、120万円を加算した額
（（補助対象事業費－300万円）×20／100＋120万円）

	500万円を超える額
	補助対象事業費から500万円を減じて得た額に100分の10を乗じ、160万円を加算した額
（（補助対象事業費－500万円）×10／100＋160万円）


（注）交付申請額は千円未満切り捨てとする。

（注）補助金算出額が補助対象事業費の30％を下回るときは、30％の額を補助金額とする。
（注）２つ以上の地区集会施設を統合し、新築等又は修繕等をする場合（不要な地区集会施設を取り壊す場合に限る。）は、補助金額に100分の20を加算した額を交付申請額とする。
　２　消費税仕入控除税額の取扱い
　　⑴　課税事業者となっており、消費税仕入控除税額が確定しているため、補助事業に要する経費から消費税仕入控除税額を減額した。
　　⑵　課税事業者となっていないので、交付申請額は、補助金に係る消費税仕入控除税額を減額していない。
　　⑶　消費税仕入控除額が確定していないので、交付申請額は、当該補助金に係る消費税仕入控除税額を減額していない。
　　⑷　簡易課税事業者となっているので、交付申請額は、当該補助金に係る消費税仕入控除税額を減額していない。
　　(注)　⑴、⑵、⑶、⑷のいずれかに○を付けること。
　３　補助事業等の名称　　　　　
　
４　補助事業等の目的及び内容　　　事業計画書のとおり
　
５　補助事業等の完了予定年月日　　　　　　年　　月　　日

　
６　添付書類
⑴　事業計画書
⑵　収支予算書

⑶　設計図書又は見積書

⑷　図面

⑸　現況写真

⑹　自治会の総意に基づく意思決定であることを証する書類
⑺　自治会が補助事業を行うことについて、申請地に隣接する住宅の居住者の同意を得たことを証する書類

　
７　補助金等の交付先

　　　　金融機関　　
　　　　口座番号　　
　　　　口座名義　　

※　暴力団員等ではないことの誓約


　　私又は私が代表を務める団体等の役員は、糸魚川市補助金交付規則第４条第３項に規定する暴力団員等ではありません。








